
別記様式第 2号 別添 

浜の活力再生プラン 

（第 2期） 

 

１ 地域水産業再生委員会 

 

再生委員会の構成員 岩手県底曳網漁業協会並びに傘下関係協会員、宮古市 

オブザーバー 岩手県（水産振興課、沿岸広域振興局宮古水産振興センター） 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

岩手県宮古市、釜石市、青森県八戸市（対象となる漁業者の会社

事務所が八戸市のため）           

（漁業種類）沖合底びき網漁業 

 対象となる漁業者数 9経営体(12隻）一部共同経営体あり 

  

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

岩手県内の沖合底びき網漁業は、２そうびき５ヶ統（10 隻）と１そうびき２ヶ統（２隻）であ

り、宮古、久慈、釜石、大船渡、八戸等に水揚げをしている。その中でも中心（基地）となって

いるのが宮古市である。宮古魚市場（開設者：宮古市、卸売人：宮古漁協）における主な水揚げ

漁業種類は、沖合底びき網漁業、定置網漁業、さんま棒受網漁業であり、その中で沖合底びき網

漁業は、平成 29年度の水産統計によると、年間水揚げ数量 7,500トン、水揚げ金額では 21.6億

円（宮古魚市場全体における割合は数量で約 43％、金額で 34％）を占める、言わば宮古魚市場

の中核とも言える漁業種類である。しかしながら、平成 23 年３月に発生した東日本大震災に際

し、船舶は沖合に避難できたが、大きな損傷を受け、また、沖合底びき網漁業者の事務所や倉庫

は、水没、流失する等の甚大な被害を受けた。このため、岩手県底曳網漁業協会が中心となり、

漁業復興支援事業を活用し、漁船の代船建造に取り組むとともに、市・県の補助制度を活用し、

事務所や倉庫の復旧に、鋭意取り組んで来た。 

一方、当地区の漁業を取り巻く現状は、本県の底びき網漁業の主要魚種である､スルメイカ、

スケトウダラ、マダラの不漁による水揚げ減少、燃油、漁業資材（漁網等）などの経費の高止ま

り、乗組員不足など多くの課題が山積している。 

 

 

 

 

組織名 岩手沖底協会地域水産業再生委員会 

代表者名 金澤 俊明（岩手県底曳網漁業協会会長理事） 



（２）その他の関連する現状等

東日本大震災に加え、水産業を取り巻く状況が厳しい現状の中で、沖合底びき網漁業は、地域

の復旧・復興に極めて重要となっている。 

一方で、当該漁業の経営は、近年の燃油、漁業資材の高騰によるコスト増に加え、乗組員不足

が問題となるなど、窮地に追い込まれているところである。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

資源管理や衛生管理に引き続き取り組むとともに、上記（１）に記した前期取組みを通じて得

られた成果や知見等を生かしつつ、次の基本方針を定め、残された課題を解消し、もって生産性

の向上とコスト削減策に取り組む。 

１．キチジ幼魚混獲の減少 

２．漁獲物の高付加価値化 

３．減速航行の徹底や、代船建造等による大幅なコスト削減 

４．新規乗組員の確保（新規取組） 

５．船員の労働環境の改善（新規取組） 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

資源管理計画を遵守し漁業資源の維持管理に努める。 

ＴＡＣ魚種については制限トン数を遵守し、計画的な操業に努める。 

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（平成３１年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

１．漁業者は、キチジ操業の際の角目網拡大による幼魚混獲の減少効果を確

認すると共に、キチジの成長と資源管理に応じた年間のキチジ操業日数を定

めることにより、より単価の高い成魚の漁獲量増加を目指す。また、第１期

プランで導入出来なかった４隻の代船建造に努め、角目網の全船導入を進め

る。２．漁業者は、沖で活〆し、殺菌冷海水を用いた水氷の中で脱血処理し

た後、下氷した魚箱内で低温管理したマダラを、高付加価値な沖〆マダラと

して、順次、量を増やしながら出荷していく。また、地域全体で高品質な沖

〆マダラの出荷体制を構築するため、買受人等からの評価を基に漁業者間で

活〆、脱血処理方法及び水揚げから出荷までの低温管理方法の統一を図る。

協会は、同取組拡大のため、殺菌冷海水製造設備が未整備となっている船に

対して、漁船建造への支援に努める。（沖〆マダラ出荷量：漁獲量の 10.0％） 

スルメイカについては、付加価値向上を図るべく、バラ積みでタンクに入

れてのスケール販売という従来の方法に代え、傷のないスルメイカを船上で

選別の上、下氷を敷いた魚箱に並べ、低温保管し、箱スルメとして出荷する。

併せて、魚箱に敷く氷として、海洋深層水氷やスラリーアイスを試験的に導

入し、鮮度保持の効果及び単価向上の効果を確認する。協会は、同取組拡大

のため、海洋深層水氷搭載機能が未整備となっている船に対して、漁船建造



への支援に努める。（箱スルメ出荷量：漁獲量の 0.7％） 

３ ．漁業者は、乗組員不足対策として、大日本水産会が行う漁船乗組員確保

養成プロジェクトのなかで行われる水産高校漁業ガイダンス（全国各地で開

催）に積極的に参加し、沖合底びき網漁業の魅力を発信して、地元水産高校

に限らず他県からも新規乗組員採用に努める。 

４．漁業者は、これまでの月１回の資源管理休漁と時化休漁に加え、労働環

境への配慮として、更に月１回のリフレッシュ休漁を設け、船員に休暇を与

えることで、働きやすい環境と乗組員確保を図る。 

これら１～３の取組により、漁業収入を１年目として基準年より６．４％

向上させる。 

漁業コスト削減

のための取組 

セーフティーネットの加入により燃油高騰時の経営リスクに備えるととも

に、減速航行の徹底、低抵抗網の導入、船底の清掃及び抵抗の少ない塗料の

使用を検討するなど、省エネに取組み、燃油コストを基準年から 1.0％削減す

る。また、これ以上の省エネに限界がある高齢船の代船建造に取り組み、大

幅なコスト削減を図る。 

活用する支援措

置等 

① 漁業セーフティーネット構築事業

② もうかる漁業創設支援事業

③ がんばる漁業復興支援事業

④ 漁船リース事業

２年目（平成３２年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

１．漁業者は、キチジ操業の際の角目網拡大による幼魚混獲の減少効果を確

認すると共に、キチジの成長と資源管理に応じた年間のキチジ操業日数を定

めることにより、より単価の高い成魚の漁獲量増加を目指す。また、第１期

プランで導入出来なかった４隻の代船建造に努め、角目網の全船導入を進め

る。 

２．漁業者は、沖で活〆し、殺菌冷海水を用いた水氷の中で脱血処理した後、

下氷した魚箱内で低温管理したマダラを、高付加価値な沖〆マダラとして、

順次、量を増やしながら出荷していく。また、地域全体で高品質な沖〆マダ

ラの出荷体制を構築するため、買受人等からの評価を基に漁業者間で活〆、

脱血処理方法及び水揚げから出荷までの低温管理方法の統一を図る。協会は、

同取組拡大のため、殺菌冷海水製造設備が未整備となっている船に対して、

漁船建造への支援に努める。（沖〆マダラ出荷量：漁獲量の 15.0％） 



スルメイカについては、付加価値向上を図るべく、バラ積みでタンクに入

れてのスケール販売という従来の方法に代え、傷のないスルメイカを船上で

選別の上、下氷を敷いた魚箱に並べ、低温保管し、箱スルメとして出荷する。

併せて、魚箱に敷く氷として、海洋深層水氷やスラリーアイスを試験的に導

入し、鮮度保持の効果及び単価向上の効果を確認する。協会は、同取組拡大

のため、海洋深層水氷搭載機能が未整備となっている船に対して、漁船建造

への支援に努める。（箱スルメ出荷量：漁獲量の 1.3％） 

３ ．漁業者は、乗組員不足対策として、大日本水産会が行う漁船乗組員確保

養成プロジェクトのなかで行われる水産高校漁業ガイダンス（全国各地で開

催）に積極的に参加し、沖合底びき網漁業の魅力を発信して、地元水産高校

に限らず他県からも新規乗組員採用に努める。 

４．漁業者は、これまでの月１回の資源管理休漁と時化休漁に加え、労働環

境への配慮として、更に月１回のリフレッシュ休漁を設け、船員に休暇を与

えることで、働きやすい環境と乗組員確保を図る。 

これら１～３の取組により、漁業収入を１年目として基準年より８．５％向

上させる。 

漁業コスト削減

のための取組 

セーフティーネットの加入により燃油高騰時の経営リスクに備えるととも

に、減速航行の徹底、低抵抗網の導入、船底の清掃及び抵抗の少ない塗料の

使用を検討するなど、省エネに取組み、燃油コストを基準年から 1.0％削減す

る。また、これ以上の省エネに限界がある高齢船の代船建造に取り組み、大

幅なコスト削減を図る。 

活用する支援措

置等 

①漁業セーフティーネット構築事業

②もうかる漁業創設支援事業

③がんばる漁業復興支援事業

④漁船リース事業

３年目（平成３３年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

１．漁業者は、キチジ操業の際の角目網拡大による幼魚混獲の減少効果を確

認すると共に、キチジの成長と資源管理に応じた年間のキチジ操業日数を定

めることにより、より単価の高い成魚の漁獲量増加を目指す。また、第１期

プランで導入出来なかった４隻の代船建造に努め、角目網の全船導入を進め

る。 



２．漁業者は、沖で活〆し、殺菌冷海水を用いた水氷の中で脱血処理した後、

下氷した魚箱内で低温管理したマダラを、高付加価値な沖〆マダラとして、

順次、量を増やしながら出荷していく。また、地域全体で高品質な沖〆マダ

ラの出荷体制を構築するため、買受人等からの評価を基に漁業者間で活〆、

脱血処理方法及び水揚げから出荷までの低温管理方法の統一を図る。協会は、

同取組拡大のため、殺菌冷海水製造設備が未整備となっている船に対して、

漁船建造への支援に努める。（沖〆マダラ出荷量：漁獲量の 15.0％） 

スルメイカについては、付加価値向上を図るべく、バラ積みでタンクに入

れてのスケール販売という従来の方法に代え、傷のないスルメイカを船上で

選別の上、下氷を敷いた魚箱に並べ、低温保管し、箱スルメとして出荷する。

併せて、魚箱に敷く氷として、海洋深層水氷やスラリーアイスを試験的に導

入し、鮮度保持の効果及び単価向上の効果を確認する。協会は、同取組拡大

のため、海洋深層水氷搭載機能が未整備となっている船に対して、漁船建造

への支援に努める。（箱スルメ出荷量：漁獲量の 1.8％） 

３ ．漁業者は、乗組員不足対策として、大日本水産会が行う漁船乗組員確保

養成プロジェクトのなかで行われる水産高校漁業ガイダンス（全国各地で開

催）に積極的に参加し、沖合底びき網漁業の魅力を発信して、地元水産高校

に限らず他県からも新規乗組員採用に努める。 

４．漁業者は、これまでの月１回の資源管理休漁と時化休漁に加え、労働環

境への配慮として、更に月１回のリフレッシュ休漁を設け、船員に休暇を与

えることで、働きやすい環境と乗組員確保を図る。 

これら１～３の取組により、漁業収入を１年目として基準年より９．１％向

上させる。 

漁業コスト削減

のための取組 

セーフティーネットの加入により燃油高騰時の経営リスクに備えるととも

に、減速航行の徹底、低抵抗網の導入、船底の清掃及び抵抗の少ない塗料の

使用を検討するなど、省エネに取組み、燃油コストを基準年から 1.0％削減す

る。また、これ以上の省エネに限界がある高齢船の代船建造に取り組み、大

幅なコスト削減を図る。 

活用する支援措

置等 

①漁業セーフティーネット構築事業

②もうかる漁業創設支援事業

③がんばる漁業復興支援事業

④漁船リース事業



 

 ４年目（平成３４年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

１．漁業者は、キチジ操業の際の角目網拡大による幼魚混獲の減少効果を確

認すると共に、キチジの成長と資源管理に応じた年間のキチジ操業日数を定

めることにより、より単価の高い成魚の漁獲量増加を目指す。また、第１期

プランで導入出来なかった４隻の代船建造に努め、角目網の全船導入を進め

る。 

 

２．漁業者は、沖で活〆し、殺菌冷海水を用いた水氷の中で脱血処理した後、

下氷した魚箱内で低温管理したマダラを、高付加価値な沖〆マダラとして、

順次、量を増やしながら出荷していく。また、地域全体で高品質な沖〆マダ

ラの出荷体制を構築するため、買受人等からの評価を基に漁業者間で活〆、

脱血処理方法及び水揚げから出荷までの低温管理方法の統一を図る。協会は、

同取組拡大のため、殺菌冷海水製造設備が未整備となっている船に対して、

漁船建造への支援に努める。（沖〆マダラ出荷量：漁獲量の 20.0％） 

 スルメイカについては、付加価値向上を図るべく、バラ積みでタンクに入

れてのスケール販売という従来の方法に代え、傷のないスルメイカを船上で

選別の上、下氷を敷いた魚箱に並べ、低温保管し、箱スルメとして出荷する。

併せて、魚箱に敷く氷として、海洋深層水氷やスラリーアイスを試験的に導

入し、鮮度保持の効果及び単価向上の効果を確認する。協会は、同取組拡大

のため、海洋深層水氷搭載機能が未整備となっている船に対して、漁船建造

への支援に努める。（箱スルメ出荷量：漁獲量の 2.3％） 

 

３ ．漁業者は、乗組員不足対策として、大日本水産会が行う漁船乗組員確保

養成プロジェクトのなかで行われる水産高校漁業ガイダンス（全国各地で開

催）に積極的に参加し、沖合底びき網漁業の魅力を発信して、地元水産高校

に限らず他県からも新規乗組員採用に努める。 

 

４．漁業者は、これまでの月１回の資源管理休漁と時化休漁に加え、労働環

境への配慮として、更に月１回のリフレッシュ休漁を設け、船員に休暇を与

えることで、働きやすい環境と乗組員確保を図る。 

 

これら１～３の取組により、漁業収入を１年目として基準年より１１．０％

向上させる。 

漁業コスト削減

のための取組 

セーフティーネットの加入により燃油高騰時の経営リスクに備えるととも

に、減速航行の徹底、低抵抗網の導入、船底の清掃及び抵抗の少ない塗料の



使用を検討するなど、省エネに取組み、燃油コストを基準年から 1.0％削減す

る。また、これ以上の省エネに限界がある高齢船の代船建造に取り組み、大

幅なコスト削減を図る。 

活用する支援措

置等 

①漁業セーフティーネット構築事業 

②もうかる漁業創設支援事業 

③がんばる漁業復興支援事業 

④漁船リース事業 

 

 ５年目（平成３５年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

１．漁業者は、キチジ操業の際の角目網拡大による幼魚混獲の減少効果を確

認すると共に、キチジの成長と資源管理に応じた年間のキチジ操業日数を定

めることにより、より単価の高い成魚の漁獲量増加を目指す。また、第１期

プランで導入出来なかった４隻の代船建造に努め、角目網の全船導入を進め

る。 

 

２．漁業者は、沖で活〆し、殺菌冷海水を用いた水氷の中で脱血処理した後、

下氷した魚箱内で低温管理したマダラを、高付加価値な沖〆マダラとして、

順次、量を増やしながら出荷していく。また、地域全体で高品質な沖〆マダ

ラの出荷体制を構築するため、買受人等からの評価を基に漁業者間で活〆、

脱血処理方法及び水揚げから出荷までの低温管理方法の統一を図る。協会は、

同取組拡大のため、殺菌冷海水製造設備が未整備となっている船に対して、

漁船建造への支援に努める。（沖〆マダラ出荷量：漁獲量の 20.0％） 

 スルメイカについては、付加価値向上を図るべく、バラ積みでタンクに入

れてのスケール販売という従来の方法に代え、傷のないスルメイカを船上で

選別の上、下氷を敷いた魚箱に並べ、低温保管し、箱スルメとして出荷する。

併せて、魚箱に敷く氷として、海洋深層水氷やスラリーアイスを試験的に導

入し、鮮度保持の効果及び単価向上の効果を確認する。協会は、同取組拡大

のため、海洋深層水氷搭載機能が未整備となっている船に対して、漁船建造

への支援に努める。（箱スルメ出荷量：漁獲量の 2.5％） 

 

３ ．漁業者は、乗組員不足対策として、大日本水産会が行う漁船乗組員確保

養成プロジェクトのなかで行われる水産高校漁業ガイダンス（全国各地で開

催）に積極的に参加し、沖合底びき網漁業の魅力を発信して、地元水産高校

に限らず他県からも新規乗組員採用に努める。 

 

４．漁業者は、これまでの月１回の資源管理休漁と時化休漁に加え、労働環



境への配慮として、更に月１回のリフレッシュ休漁を設け、船員に休暇を与

えることで、働きやすい環境と乗組員確保を図る。 

これら１～３の取組により、漁業収入を１年目として基準年より１１．２％

向上させる。 

漁業コスト削減

のための取組 

セーフティーネットの加入により燃油高騰時の経営リスクに備えるととも

に、減速航行の徹底、低抵抗網の導入、船底の清掃及び抵抗の少ない塗料の

使用を検討するなど、省エネに取組み、燃油コストを基準年から 1.0％削減す

る。また、これ以上の省エネに限界がある高齢船の代船建造に取り組み、大

幅なコスト削減を図る。 

活用する支援措

置等 

①漁業セーフティーネット構築事業

②もうかる漁業創設支援事業

③がんばる漁業復興支援事業

④漁船リース事業

（５）関係機関との連携

オブザーバーである岩手県水産振興課、沿岸広域振興局宮古水産振興センターから指導を受

け、更には岩手県水産技術センターから、水温、漁獲、漁場等のデータ情報を受け、目標に向け

た効率の良い操業を目指す。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 10％以上 基準年 25～29年 5中 3 ： 漁業所得 

目標年 平成 35年度  ： 漁業所得  

（２）上記の算出方法及びその妥当性

別添。 



５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

がんばる漁業復興支

援事業 

収益性改善のための実証事業の実施 

もうかる漁業創設支

援事業 

代船建造のための事業参加検討、収益性改善のための実証事業の実施 

漁船リース事業 代船建造のための事業参加検討 

漁業セーフティーネ

ット構築事業 

漁業セーフティーネット構築事業の加入継続と燃油価格補填 
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